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食料・農業・農村政策審議会 食料産業部会 懇談会 

議事次第 

 

 

        日  時：平成 23 年 12 月 13 日（火）10:00～11:39 

                  場  所：農林水産省本省第３特別会議室 

 

 

１．開 会 

 

２．筒井副大臣挨拶 

 

３．新局の任務・目標について（説明） 

 

４．「食品産業の将来ビジョン（仮称）」について（意見交換） 

 

５．その他 報告事項 

  （１）「農林水産物・食品輸出戦略検討会」の取りまとめについて 

  （２）「米先物取引の試験上場に関するシーズンレポート」について 

 

６．閉 会 
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○國井企画課長 それでは、定刻になりましたので、ただいまより「食料・農業農村政策

審議会食料産業部会懇談会」を開催させていただきます。 

 委員の皆様におかれましては、お忙しいところお集まりをいただきまして、誠にありが

とうございます。 

 私、本日進行役を務めさせていただきます食料産業局企画課長の國井でございます。よ

ろしくお願いいたします。 

 それでは、開催に当たりまして、筒井副大臣から一言ごあいさつをお願いしたいと思い

ます。 

○筒井副大臣 おはようございます。 

 今も申し上げましたが、忙しいところ委員の皆様方には御参集いただきまして、本当に

ありがとうございます。 

 東日本大震災で被災された皆様に心からお見舞いを申し上げると同時に、その際の食糧

支援につきまして、委員の皆様方からも大変御協力、御支援をいただきまして、本当にあ

りがとうございます。 

 今度、農水省において組織再編が行われまして、食料産業局が新しく設置されました。

今までの食品産業部会も食料産業部会として衣がえをして、そして、食品産業に関するも

の、更に環境に関するもの、あるいは再生可能エネルギー等々の地域資源を活用した産業

に関するもの、幅広いものをここで取り扱うというふうに変えたわけでございまして、そ

の第１回目が今日の会合でございます。 

 食料産業局は６次産業化全体を取り扱うという方向で考えられているわけでございます。

６次産業化といえば、いろいろな側面・要素があるわけでございますが、１つは、やはり

中心は食料産業の関係でございまして、農林水産物を農林水産物そのものとして出すだけ

ではなくて、加工して２次産業として取り扱って販売する。流通・販売にも取り組む、そ

れらの食料産業分野がこの６次産業化の１つの大きな柱であることは変わらないわけでご

ざいます。 

 それにプラスして、バイオマスとか、あるいは農業用水とか、いろいろな形の地域にあ

る資源、これを活用した新しい産業を興す。再生可能エネルギーをつくる産業、あるいは

マテリアルや燃料をつくる産業、これらを進めていくことも６次産業化の２つ目の大きな

柱だと考えております。 

 そして、３つ目の大きな柱としては、食料品、農林水産物の輸出産業の点だと思ってお

ります。日本の食料は、価格の点では国際競争力は極めて弱いわけでございますが、しか

し、安全性と食味の点等々、品質の点では世界第一だと自負しておりまして、これらをま

さに前面に出して武器として輸出産業化を促進していきたいと考えているところでござい

ます。 

 ただ、今現在、原発事故によってその安全性の点がまさに危機に瀕しているわけでござ

いますが、それを早急に収束させ、回復して輸出産業化を促進していきたいと考えている
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わけでございます。 

 これらの問題点につきまして、是非、皆さんから忌憚のない御意見を出していただいて、

活発な議論をしていただきたい、心からお願いを申し上げまして、最初のあいさつとさせ

ていただきます。 

 今日は大変ありがとうございました。 

○國井企画課長 副大臣、ありがとうございました。 

 それでは、議事に入る前に、本日の委員の皆様の御出席状況でございます。新浪委員、

三村委員、佐竹委員におかれましては、日程の調整がつかず、御欠席となっております。

なお、柴田委員におかれましては、所用により若干早目に御退席されると伺っております。 

 農林水産省側の出席者につきましては、お手元にお配りしてございます座席表のとおり

でございます。 

 続きまして、議事に入ります前に、配布資料の確認をさせていただきます。 

 配布資料一覧をお配りしてございますが、こちらにございますように、議事次第、委員

名簿、資料が１－１から資料４までをお配りさせていただいております。万が一資料の不

足などがございましたら、事務局までお申し付けいただきたいと思います。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、恐縮ではございますが、山口部会長におかれましては、以後の司会をよろし

くお願い申し上げます。 

○山口部会長 おはようございます。 

 ただいまから、私の方で議事を進めさせていただきます。 

 皆様方には、大変御多用の中だと思いますが、御参集ありがとうございます。 

 ９月１日に農林水産省の組織再編がありました。先ほど副大臣からお話があったとおり、

それに伴いましてこの部会も食料産業部会ということに衣がえをし、本日は、その第１回

目の会議ということであります。 

 そこで、本日はまず、新しい局の任務や目標について事務局の方から御説明をいただき

ます。続いて、食品産業の将来ビジョン（仮称）についての意見交換を皆様と行いたいと

思います。最後に、事務局の方から報告事項が数点ございます。 

 事務局並びに委員各位におかれましては、時間が限られておりますので、効率的な議事

を進めたいと思っておりますので、御協力のほど、よろしくお願いいたします。 

 なお、この懇談会でありますが、会議は公開といたします。また、皆様方の御発言につ

きましては、議事録としてとりまとめ、皆様の確認をいただいた上で公開をさせていただ

きますので、その旨、お含みおきをいただきたいと存じます。 

 それでは、初めに新しい局の任務・目標について御説明をください。 

 針原局長さん、よろしくお願いいたします。 

○針原食料産業局長 ９月から食料産業局長を拝命しております針原でございます。 

 本日は、お忙しいところ御出席いただきまして、委員の皆様には心から感謝申し上げま
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す。 

 本来、局ができてすぐ、局の正式なアドバイザリーグループであるこの部会を開くべき

ところ、いろいろ日程調整等々ございまして、本日まで開催が遅れたことを、心からお詫

び申し上げます。 

 それでは、食料産業局の使命・目的・任務等々について、私の方から御説明させていた

だきたいと思います。 

 資料は１－１、１－２でございます。 

 １－１、大判の資料をお開きください。 

「食料産業局のチャレンジ」という題名でございます。あえて「チャレンジ」という題名

をつけさせていただいておりますが、その意味、私の御説明がチャレンジにふさわしいも

のかどうか、委員の皆様御自身で御判断いただきたいと思います。 

 まず、食料産業局、食料産業というのは何ですかとよく聞かれます。食品産業ではござ

いません。食料産業とつけました。 

 これは、上の方でございますが、左に任務がございます。組織令などいろいろ難しいこ

とが書いてございますが、要は食に関する産業、まずそれが入るわけでございますが、食

をつくり出す農山漁村の資源や環境、これを広くとらえて、それに関連する産業を食料産

業ということで呼ぼうという発想からこの局が成立しております。 

 １次産業の産出額は 10 兆円と言われております。その１次産業に関連するいろいろな産

業がございます。農山漁村の資源環境を使ってつくり出される産業でございますが、100

兆円規模に上る産出額がございます。 

 例えば、食品製造業が 34 兆円、外食産業は、これは景気の動向で増えたり減ったりする

わけでございますが、25 兆円ぐらいでございます。もろもろ足し算しますと産出額 100 兆

円。日本の GDP が例えば 500 兆円だとすると、エンゲル係数を掛けるとやはり 100 兆円に

なる、そういう 100 兆円の産業、その産業を食料産業局が担うということでございます。 

 その政策のフィールドは、ここにございますように、農山漁村の資源を活用した産業、

例えば、輸出、６次産業化、これは全体が６次産業でございますが、狭い意味での６次産

業、バイオマス、再生可能エネルギー、資源活用型産業、これは、私どもが育成すべき対

象でございますが、もう一つは、食や環境を通じて生産者と消費者のきずなを強める、距

離を近くするようないろいろな産業がございます。地産地消の取組み、観光、食品産業は

まさに両方の結節を担っていただいております。それから、物流、こういうようなものす

べて、私どもが担当していくべき産業だと認識しております。 

 政策のツールをどうしましょうということでございますが、私どもの局の創設の理念、

会社で言いますと創業の精神と言いますかそういうものに当たるわけですが、私どもはこ

れだけ広い分野でございますので、イノベーションをこの広い分野で起こしていこう、イ

ノベーションというのは、世に言われる技術革新よりもっと広い、シュンペーターさんが

最近導入された、会社の経営者に呼びかける言葉としてのイノベーションでございます。
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経営刷新も含めたそういうものをこの産業界につくり出していきたいということで、局の

職員一同、イノベーションということをキーワードに諸事万端取り組んでいこうというこ

とで認識を共通にしたいと思っているところでございます。 

 このイノベーションというのは何かというと、今までやってきたところに新しいものを

持ち込んで新結合を生む、そういうようなことをやりたいわけでございますので、５つの

新結合と世の中言われるわけですが、新しい財貨、生産方法、販路、原材料、組織。組織

はまさにこの食料産業局そのものがイノベーションの核になるところにしたいなと思って

います。 

 財貨というのは、今まで価値がないと思っていたところに価値を見出して、産業として

育成していきたい。 

新しい生産、植物工場も新しい生産方法があるし、例えば、ウナギは養殖ができないと

思っていたら養殖できる、これがイノベーションそのものだと思います。 

販路、今までは販売の対象になっていなかったいろいろなマーケットが広がっておりま

す。本当に成長を呼び起こすような動きが相当出ております。アジアの輸出市場が広まっ

ておりますし、国内では、健康という分野がどんどんマーケットを拡大する。ここはまさ

に１次産業が素材を提供すべきそういう強い分野。今まで産業界に支えられておりました。

これからは、農林水産業が日本の成長を支えていこう、そういうようなことになるのでは

ないかという新しい販路を開拓する。 

新しい原材料、ここも、石油からつくっておりました商品、これが市場規模では 60 兆

円に及ぶわけでございますが、これをバイオマスに塗り替えていくということで、バイオ

マスの活用。それから、ここに絹糸の人工血管とございますが、生糸でございます。遺伝

子組換えのお蚕さんが極細の生糸を排出する、それを編んで血管をつくる。今までの石油

由来の血管ですと、何年かにいっぺん取り替えないと目詰まりするのですけれども、自然

由来の生糸血管ですと取り替える必要がない。長もちする血管ができる。今、動物で実験

をする段階まで来ております。こういうものが、バイオマス産業としてこれから発展する。

これこそイノベーションの核になる。 

それから、新しい組織、私どもの局ということで、世の中のお役に立てていければいい

なと思いつつ、まだまだ生まれたばかりの存在でございますが、職員一同頑張っていると

ころでございます。 

その食料産業局でございますが、新しい仕事を始める前に、宿題が幾つか課せられてお

ります。この宿題は、食と農林漁業の再生の基本方針、再生本部で 10 月 25 日に御決定い

ただいたところで、大きな課題が３つ課せられております。 

農林漁業の成長産業化を図ること、そのためにファンドを組成すること。２つ目は輸出

戦略を立て直すこと。３つ目は再生可能エネルギーを推進するために、特別の仕掛けと仕

組みをつくること。この３つが当面の課題として私どもに課せられているところでござい

ます。 
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その３つを簡単に御紹介いたします。 

まず、農林漁業の成長産業化のためのファンドでございますが、株式会社農林漁業成長

産業化支援機構というものを来年の通常国会でつくってまいりたいと思います。そのため

に、産投、財政投融資資金から 200 億円を出資していただきまして、特別のファンドをつ

くる。そのファンドは 200 億円を国費としてサブファンド、子ファンドを経て 200 の新し

い会社、６次産業化を推進するための会社を 200 つくる。ですから、国が１億出す。そし

て農業者が１億出していただいて、産業界から１億の出資をいただいて、それから金融機

関からの１億で、４億の株式会社をつくっていく。そういう会社を 200 組成するという思

想でございます。 

この６次産業化ということをよく考えていくと、農家が流通や加工に乗り出すのはいい

のですけれども、今まで流通加工をされていた方が、何かおかしい、自分たちの分野が縮

小するのかなと皆さんお思いになるのですが、そうではなくて、この 100 兆円を担ってい

ただいている方々と農家の１次産業者が組んで会社を組成すると両方が伸びる関係にある。

新しいマーケットを開拓して 100 兆円が伸びて、100 兆円が伸びるところが 10 兆円も伸び

るという環境をつくっていきたい。 

要は、１次産業と２次産業の方が組んで売り上げを伸ばして 100 兆円が伸びるというよ

うなことでないと、10 兆円が伸びて 90 兆円がしぼむことになり、国内で価格破壊が起こ

ったり、いろいろな問題が惹起される。そうではなくて、お互い伸びていこう。だから、

資本提携してそこに国も出資して、１億円、１億円出したら２億円ファンドが出しますか

ら伸びてくださいというような思想で、この６次産業というのを考えているわけでござい

ます。 

さまざまな分野がございます。副大臣がごあいさつされたとおり、再生可能エネルギー

もありますし、バイオマス産業もございます。そういうものに幅広く伸びていただきたい

ということでございます。 

２つ目は、輸出戦略の立て直しでございます。これは、この後担当から御説明いたしま

す。原発で、せっかくリーマンショックの後また再び伸び始めた輸出がまた減っておりま

す。これをどう立て直すかという問題でございます。 

３つ目は、再生可能エネルギーの世界でございます。日本国民は、電力料金として 15

兆円を支払っております。それを分散型、地域の発電所、小さな発電所をあちこちにつく

ることによって、農山漁村にその 15 兆円の再配分の機能をやるための新しい法制的な枠組

みをつくっていきたい。こういう発想で今、法案を準備している。 

そのためには、私どもみずから改革、自己改革が必要な分野がございます。例えば、農

地法の規制、保安林の規制、漁業権、こういうものをみずから使いやすくすることによっ

て、この再生可能エネルギーの、今まで少しつい立てになっていたようなところがござい

ますが、推進役になって農山漁村の新しい姿を模索していきたい。これも私どもに課せら

れた宿題ということでございます。 
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かなり時間を使っておりますので、質疑の中でまた必要なことを補足させていただきた

いと思いますので、私からのプレゼンテーションとさせていただきたいと思います。あり

がとうございました。 

○山口部会長 ありがとうございました。 

 懇切丁寧に御説明いただきましたが、御質問がある方はどうぞ。 

○渡辺委員 よろしいですか。 

○山口部会長 はい、どうぞ。 

○渡辺委員 渡辺でございます。 

 この食料産業局という、新しいチャレンジする組織、大変結構かと思います。しかも、

その方法についても非常に大きく前進をする可能性を秘めていると思っておりますが、例

えば、政策のツールのところにあります「新しい結合により革新」、イノベーションの話

は、大変これも結構な話だと思うのですが、すべてを新しくするわけではないと思います。 

 古いものでよいものもある。しかも、それをどうやって伸ばしていくかということもあ

るでしょうし、逆に古いもののために足を引っ張っているということもあると思うのです。

現在のこれらの財貨・生産方式・販路・原材料というところで、古いものがあるために足

を引っ張っている、課題は何かということが大変重要になると思うのです。 

 新しいものばかりで先がうれしいことばかりではなくて、そのために古いものがどうな

っていくのかというのは大変心配になるところでもあると思うのですが、現在の食料産業

の課題・問題点は何であるか。財貨の問題も、生産方法も、販路も、原材料の問題もある

わけですから、その問題・課題をクリアーにした上で、新しいところが出てくるのではな

いか、あるいは新しいものを付加するのではないかと思っておるのですが、その辺はどう

いうふうに、今、局長の方で整理をされているか。 

 いつも申し上げているのですが、品目別に、地域別に、しかも開発の部分と生産の部分

と販売の部分とサービスの部分、流通の部分。それから、国内の需要と海外の需要、マー

ケットの部分、そういうふうに層別をして整理をした上で、この部分について新しいイノ

ベーションを起こすのだということが明確にならないといけないと思いますけれども、現

在の新しい局でその辺の検討はどうされているか、ちょっと教えていただきたい。 

○針原食料産業局長 今の御指摘は、非常に農政の根本に関わるところでございます。 

 この食料産業局は、農水省全体ではございませんで、そのパーツを担うところでござい

ますが、全体としての政策につきましては、先ほど触れさせていただきました、食と農林

漁業の再生の基本方針、これは官邸に本部が設けられ、さまざま有識者、産業界、農業界

の方の御参画によって一定の整備が行われております。 

 その中で、この食料産業全体と申しますか、農業界含めて、今時点の課題というのが浮

き彫りにされ、それを克服するための７つの戦略ということが定められているわけでござ

います。 

この７つの戦略というのが、１つ目が、農業の分野を力強く発展させていくことで、新
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規参入を、毎年優秀な若い方、今１万 2,000 人ぐらいなのですけれども、新規参入を２万

人以上にしようと。もう一つは、構造改革をして、土地利用型については 20 ヘクタールか

ら 30 ヘクタールの規模の経営体を育てていこうという農業の体質強化というのが戦略の

１でございます。 

戦略の２が、この私どもの産業局に課せられた宿題の１つでございますが、農業を成長

産業化しましょうということで課題をいただいているわけです。その中に、輸出を伸ばそ

う、農業輸出国に転換しようではないかというような大きな意欲でございます。 

戦略の３が、農山漁村を再生可能エネルギーの生産の場に転換していこう、自己改革を

しながら転換していきましょうということでございます。 

戦略の４は、林業、木材産業を再生するという課題でございます。 

戦略の５は、漁業の近代化を図っていこうということです。 

戦略の６は、震災の反省を踏まえて、農業インフラ、１次産業のインフラを災害に強い

ものに仕立て上げる。 

戦略の７は、原発に誠実に対応する。 

こういう７つの戦略を分析しながら策定して、私どもの局は、この戦略の２と３を丸ご

と引き受けた形で組成が行われたということで御理解いただければと思います。 

○山口部会長 今、局長の方から概括的なお話をいただきました。 

 渡辺委員からの御質問の部分、まさに前回までこの場でもビジョンの検討をいたしまし

たが、当然ビジョンをつくるということは、渡辺委員おっしゃられたこれまでの課題を整

理し、それを解決するようなものを踏まえながらビジョンを作成するということで、前回

までのところでそうした議論、当然入っておりますが、問題は、その後震災が起きたとい

うことで、それによって大きく加える必要があるはずでありまして、そういった部分を今

日もこの後議論をするということで、この中で、まさに委員おっしゃられた議論がこれか

ら展開されると思いますので、その中でも是非、咀嚼をしていきたいと思います。よろし

いでしょうか。 

 それでは、ほかに御質問等なければ、今日の主要課題であります食品産業の将来ビジョ

ンについての議論に移りたいと思います。 

 まず、事務局の方から、資料の説明をお願いいたします。 

○池渕食品小売サービス課長 食品小売サービス課の池渕でございます。 

 私の方からは、資料２－１、資料の２－２、資料の２－３を用いまして、これまでのビ

ジョンの議論の経緯と、今後それを踏まえて、震災等を踏まえて、加筆・修正すべき点に

ついて事務局案として御提示したいと思っております。よろしくお願いいたします。 

 それでは、資料の２－１をごらんいただきたいと思います。 

 これまでの部会等におきます議論の経緯ということで、食品産業の将来方向につきまし

ては、食料・農業・農村基本計画に、22 年度中に策定するということが位置付けられてお

りました。 
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 昨年６月から、この食品産業の将来方向についての議論を開始していただきまして、12

月にはたたき台、その後、少人数での部会員による起草委員会を設けまして、この３月に

起草委員会のとりまとめ案を作成しております。これは、今日お手元に参考の１というこ

とで配付させていただいております。 

その後、3.11 の東日本大震災が発生いたしまして、今年５月の食料産業部会で、東日本

大震災を契機に浮き彫りになった食品産業の課題等々を踏まえて内容を見直すということ

で、とりまとめの時期を延期するということを決定いたしました。 

これを受けまして、点線で囲っております「（参考）」にございますように、我が国の

食と農林漁業の再生のための基本方針・行動計画、今年の 10 月に決定しておりますけれど

も、その中で、食品産業の将来ビジョン（仮称）を 23 年度中に策定するということが正式

に位置付けられております。 

続きまして資料の２－２ということで、これまで起草委員会でとりまとめていただいた

ビジョンの概要につきまして、簡単に御説明させていただきます。 

これは６つから構成されておりまして、まず第１、左側の黄色いところにございますよ

うに、食品産業に期待される役割ということで、国民に対する安全な食料の安定的な供給

など、５点を挙げております。 

その上で、第２、その下にございますように、食品産業をめぐる状況の変化ということ

で３点、１つ目は国内外の市場構造等の変化、２点目がグローバル化の急速な展開、３点

目が事業変化の加速化等といった状況の変化を踏まえまして、そういった期待される役割

や状況の変化を踏まえて、第３として食品産業が目指す方向ということで、基本的な方向

としては、最初の「○」にございますように、国内市場の深耕と戦略的な海外市場の開拓

をしていく。それから、意識的な選択と集中、事業規模を拡大していく。 

その際の大きな視点として３つございまして、１つは消費者、ライフスタイルを起点と

する。もう一つはグローバルを起点とする。３つ目は地域を起点とする。この３つの視座

を基に、食品産業が目指すべき方向を、将来的には３つ目の「○」にございますように、

グローバル化を進めていく企業が形成されている状況と、地域の農林水産業と連携をして、

中小企業の事業活動が活性化している状況、こういった２つの状況が将来的な展望として

共存していくのだというようなことを、方向として打ち出しております。 

その上で、右側にございます、第４に、それぞれの食品産業全体として共通の目標を打

ち立てた後に、それぞれの行政を含め、フードチェーン当事者に期待される役割それから

分担、協働につきましてもここで整理しております。 

そういった役割分担を明らかにした上で、第５として食品産業の持続的発展に向けた取

組みということで、基本的な目指す方向を踏まえて、重点的に何を課題としていくのだと

いうことを整理しております。 

 これは６点ほどございまして、１つは、イノベーションによる新たな需要・市場の開拓、

食品の量・質両面での安定供給、食品の安全性の確保、資源循環型社会の構築、CSR の推



 

9 

 

進、研究開発、人材の充実といったものが重点的な課題であるということに位置付けてお

ります。これを踏まえまして、行政側でもそれを後押しする具体的な取組みを同様に整理

しております。 

 最後に第６として、更には構造改革をどんどん推進していく必要ということについて、

重要性を記述している。 

３月時点での起草委員会のとりまとめの概要は以上でございます。 

 資料の２－３をごらんいただきたいと思います。 

 それを踏まえまして、今後、大震災の影響とか、そういった新たに加筆・修正すべき事

項として４点ほどございます。 

 １点目は、「東日本大震災の影響と課題」ということでございます。東日本大震災で、

食品産業そのものが食料の安定供給という国民生活の根幹を担っているということが再認

識される一方、さまざまな内在していた課題が浮き彫りになったと。生産から流通、販売

に至る各局面において、集約化を進めてきて、効率性を追求してきたということの反面と

してのさまざまな課題が顕在化したということがございます。 

 ２点目は、原子力災害の影響ということでございます。これは、もう日本ブランドの評

価が崩壊し、信頼回復に向けた取り組みをしていかなければならない。特に、日本産農産

物等の輸入規制を行っている国が 40 か国以上ございますので、そういった国への規制解除

の働きかけを強化していかなければならないということ。 

 ３点目は、食品産業自体、食品産業事業者の事業活動の持続性を向上していく。ここに

ございますように、災害時でも機能する食品のサプライチェーンを構築していく必要があ

るということでございます。 

 ２点目は、大震災以外、３月以降の国内外の状況の変化ということで、これも３点ほど

ございます。 

 １点目は、大震災を踏まえまして、年内にもとりまとめられる予定でございます新成長

戦略の改定、これを踏まえた内容にする必要があるということでございます。２点目は、T

PP 交渉参加に向けての関係国との協議ということで、これにつきましては、EPA 等々で原

料の調達リスクの低減等々のメリットがございますけれども、最大の需要者として国内の

農林水産業を支える必要があるということ。 

 それから、ここには書いてございませんけれども、製品が安く輸入される、そういった

ことにも留意する必要があるということでございます。 

 ３点目は、食品産業全体の共通の目標ということで、これは先ほど局長からも御説明ご

ざいましたけれども、食料産業局という新たな局が設置されたということで、今後６次産

業化を進めていく上で、６次産業の市場規模が今１兆円ということでございますけれども、

５年後に３兆円、10 年後に 10 兆円に拡大するという目標を掲げたいと考えております。 

 もう一方で、これは既に「緑と水の環境技術革命総合戦略」で今後 10 年間で６兆円規模

の新事業創出とうたっております。特にその中でも素材分野で１兆円、医薬品の分野で 6,
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000 億円といった新しい事業を創出していく、こういった新しい目標も設定したいと考え

ています。 

 ３点目は、新たな政策展開を踏まえて食品産業が果たすべき役割ということでございま

す。 

 １つは、６次産業化ということで、第１次、２次、３次のバリューチェーンを形成し、

各プロセスでそれを引き継ぎ、付け加えていく必要があるといったようなことを新たに加

筆すべきではと考えております。 

 裏をごらんいただければと思います。 

 食品産業も農林漁業とともに発展するために、６次産業化に積極的に参画していただく。

その際、販売、マーケティング、物流、食品産業が持つさまざまな知見・ノウハウを提供

して新たな商品の開発、生産販売方法の提案、新たな連携ということで医療分野、観光分

野、他産業との連携も構築していく必要があるということでございます。 

 ３点目が、食品の安全、信頼性の確保ということでございます。 

 これは、原発の影響ということでございますけれども、食品中の放射性物質への対応、

風評被害への対策、企業のコンプライアンス体制の強化ということでございます。 

 ４点目が、改革の推進と連携強化ということで、これは既に起草委員会のとりまとめの

案でも出ておりますけれども、選択と集中ということでございます。 

 それから、既存の課題解決にとどまらず、将来に向けた新たな課題の抽出とその解決手

法の考察まで含めた連携、こういったものについても新たに記述する必要があると思って

います。 

 最後に、加筆・修正すべき点の４点目としては、行政が果たすべき役割ということでご

ざいます。 

 これは、先ほど局長の方から御説明がございましたので簡単に御説明いたしますが、農

林漁業成長産業化ファンドの創設なり、６次産業化の推進、新たな輸出戦略に基づきまし

て、HACCP や GLOBALG.A.P.といった安全品質管理体制の構築を行い、ジャパンブランドの

確立を図っていくということでございます。 

 それから、食品の安全、消費者の信頼確保の取組みの充実。これは、原子力災害の発生

に伴う風評被害の防止のための消費者や食品産業事業者への情報提供ということでござい

ます。 

 事業活動の環境整備、持続可能な資源循環型社会の構築といったものについても、新た

に加筆・修正するべき点であるということでございます。 

 私からの説明は以上でございます。ありがとうございました。 

○山口部会長 先ほどの渡辺委員の関連も含めて考えてみまして、御説明いただいた資料

の２－２の一番左側のところに期待される役割、第２でもって状況変化というまとめがあ

りますが、まさにここの部分にその役割が足りていないからという課題が含まれている、

つまり、国内の水産物の問題とか、担い手の問題とか、資源の有効活用とか、環境への負
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荷といったような課題が念頭に置かれてこういう項目整理になっていると思います。 

 同様に、状況変化についていけていないというふうに読めるわけですが、そういう意味

では、国内外のマーケットへの対応、まさにグローバル化、スピードが上がっていますの

で、それへの追い付くことというような辺りが、皆さんの共通課題として認識されてこう

いう整理になったかと思います。 

 それを踏まえて、右の方へ、前回までの議論でもっていろいろな考え方が整理をされた

と。これに加えて、今、御説明をいただいた震災以降の新たに我々が考えるべき点という

ことで整理をいただきました。 

 以上を踏まえて、皆様から御意見をいただきたいと思います。 

 12～13 人の方がいらっしゃいますので、２～３分をめどにしつつ、御意見を頂戴したい

と思います。どなたからでもどうぞ。 

○小瀬委員 それでは、今、御説明ありました資料の２－３の新たに加筆・修正すべき案

の内容について少しお伺いしたいと思います。 

 全体的には、いずれの項目も先ほどありました７つの戦略の実現に向けたものであり、

課題であります震災後の対応も併せて、具体的な取組みが明記されているという印象を持

たせていただいております。 

 具体的には１点確認したいわけでございますけれども、今、我々業界の最大の課題とい

うのは、先ほどありましたように原発に関わる消費者の食への不安、あるいは信頼という

問題であります。 

 この課題は当然行政と産業界がともに全力を挙げて取り組み続けるべき事項であるとい

うふうに認識しておるわけでございますけれども、具体的には、加筆・修正すべき事項の

中で、食品産業の方では３－３、行政の方では４－４で、この問題についてお互いの果た

すべき事項について、食品の安全あるいは消費者の信頼確保と明記されているわけでござ

いますが、４－４の行政の役割の表現が、言葉は悪いですが、情報提供レベルにとどまっ

ているというふうな印象を受けております。 

既に、今、対応されていることは、現実的には大原則、汚染されたものは流通せずを守

り抜くという強い姿勢の下で対応をやっているわけでございますし、あるいは戦略７でも

正面から取り組むと我々は表明しておるわけでございますが、この部分になるとなぜ情報

提供レベルで止まっているのかなというふうに感ずるわけでございます。 

比較していただければ、産業の方には、表現はかなり対応、対策とか、あるいはコンプ

ライアンス体制の強化とかというレベルまで書き込まれておるわけでございますけれども、

この辺何かお考えがありましたら確認をさせていただければということであります。 

○山口部会長 特に原発関連での御指摘だろうと思います。民の方の項目は明快になって

いるが、官の方がやや不明瞭ではないかという部分ですがいかがでしょう。 

○池渕食品小売サービス課長 ありがとうございます。 

今、御指摘の点でございますが、ここは、主な項目ということで整理をさせていただき
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まして、当然ながら行政側としましても、食品産業が果たすべき役割ということで整理さ

れております放射性物質への対応、風評被害対策、こういったものはしっかりとやってい

くということで、当然ながら行政が果たすべき役割の中で整理させていただきたいと思っ

ております。 

それに加えまして、正確な情報提供とか、食品産業の事業者に対しては、科学的な客観

的根拠に基づく冷静な対応を要請するとか、そういったことを整理したいと思っておりま

す。 

○山口部会長 小瀬委員のコメント、全く私も同感でありまして、一委員として私も申し

上げますけれども、現状から考えると、やはりこの原発について科学的な根拠に基づいた

いろいろな基準値というものを一元的に示す必要があって、それがないからやはり風評被

害をより大きく生んでしまっているというのが現状だと思いますので、そういう意味では、

各行政の各部門、それから地方行政まで含めて、すべて一元的に横の連携を取ってもらっ

て、専門家の意見に立脚した１つの基準を出してもらう。それをきっちり全体に伝えてい

く、グローバルにも伝えていくということが非常に大事だと思いますので、是非これはよ

ろしく。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○大野委員 大野と申します。 

 今、説明の中で、２－３の３に新たな政策展開ということで、１次、２次、３次産業の

価値連鎖、バリューチェーンと。私ども流通の一翼を担う卸売市場の機能強化の中でも、

市場に出荷された農産物の価値を高めるようずっと努めているところでございますが、そ

の中で、私どもも生産者、流通加工業者、消費者、それぞれのニーズをつなぐ役割を果た

している機能を持っているわけでございます。 

 そういう中で、川上、川下、生産者と消費者の中間にありまして、情報産業の面では、

あらゆる場所から情報を集積いたしております。こういう中で、１次加工分野をはじめ、

配送センター、業務、支援、６次産業化をもう既に取り組んでいる部分などがあり、いろ

いろな課題がございます。 

 行政の役割が次のページに載っております。１つは、HACCP とか、GLOBALG.A.P.とか、

ありますが、まだ生産者、あるいは１次産業側にもそういう面のグローバル化の認識的な

取組みが弱い部分がございます。 

 こういう中で、もう既に九州の場合は生産者を集めて、そういう取組みをやっておりま

す。是非、ここらの予算をはじめ行政の方の役割として具体的に盛り込んでいただくこと

が、推進していく上において、重要だろうと思います。 

 また、特にこういう形の中では輸出される企業の皆様におかれましても、既に外国の方

は GLOBALG.A.P.が普及しております。そういう中で遅れているのではないかと。そこの取

組みは今後どう考えてあるのか、お伺いしたいと思います。 



 

13 

 

○山口部会長 事務局、いかがでしょうか。 

○櫻庭審議官 では私の方から。 

 貴重な御指摘ありがとうございました。この後、輸出の話を、11 月 25 日にできました

新たな輸出戦略の中でも御紹介させていただきますけれども、今、大野委員が御指摘のと

おりでございまして、今まで日本製品といえば安全だと、おいしいとか、ヘルシーとかい

ろいろなのがございましたけれども、ただ、日本産だと安全だということに我々はあぐら

をかいていたのではないかと思います。 

 それが、今回の原発事故を通じて、世界各国、40 か国以上の国から、ちゃんと検査証明

とか、数値証明とかいろいろなものを求められています。安全神話は崩壊したと認識して

おります。 

 したがいまして、今後 GLOBALG.A.P.とか、HACCP とかいろいろな国際的に通用するそう

いった認証システムを活用して輸出を図っていきたい、振興していきたいと思っておりま

すが、その場合、従来の補助金なり融資のやり方でいいのかどうかというのがございます。 

 したがいまして、先ほど局の役割とか目標とかいろいろありました。その中で、農林漁

業成長化ファンドという説明を局長の方からしましたけれども、例えば、そのファンドの

中で輸出業者とかそういう方々と産地地域が大同団結して、１つの合弁会社をつくって、

そこに国が、例えば半分ほど資本注入して行っていくという形でやると、補助金でなくて

業として、産業として、会社として、国が一緒に関わっていく。 

 具体的には機構が入っていくのですけれども、ハンズオンしながら進めていくという、

新たな手法として今考えているところでございます。 

 したがって、今までと違うような、お金を一方的に出すのではなくて、専門家集団が集

まって行っていくというやり方を、24 年度要求、あるいは今度の通常国会に法案を提出し

て進めていきたいと思っています。今までにない手法で進めていきたいと考えております。 

○山口部会長 よろしいでしょうか。 

 グローバルスタンダードについては、私も考えるところがあるのですけれども、つまり、

ISO なり HACCP というのは、いわば欧米の、彼らのスタンダードがグローバルというふう

になっただけでありまして、そういう意味では、日本ですぐれたものが、世界に冠たるも

のがある場合には、それをグローバルスタンダード化するという我々の努力も必要だと思

うのですが、これなどは、やはり一民間プレイヤーだけではなかなかできないので、官に

音頭取りをしていただくことを、是非、お願いしたいと思います。 

○針原食料産業局長 今の御指摘といいますか、共通する課題として、新しい時代で新し

い基準が必要になって、それを官と民の共通の目標として一緒に取り組んでいくという姿

勢でやっていくということが必要になってきたのかなと、今年１年過ごしてみて感じるわ

けでございます。 

 確かに、小瀬委員から今ありましたとおり、私もちょっと気が付かなかったのですが、

原発対応、我々中心的にやらなければいけないと思って、ただ比べると何かちょっと行政
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の方はしり込みしているのかなと思いますので、ここは実際に文章を起こすときに、一緒

にやるのだ、取り組むのだという姿勢で、前向きなニュアンスを出していきたいと思いま

すし、バリューチェーンをつなぐときに、グローバルスタンダードをやりながら輸出まで

つないでいく、バリューチェーンをつなぐときのスタンダードというのも、官と民で一緒

にやらなければいけない。 

 ただ、野菜の GAP はもうほとんどヨーロッパ基準で、デファクトスタンダードで、必ず

しも WTO 整合的に基準化がなされてきたわけでもないわけですが、日本が基準を取れるも

のを日本産のものにするというようなことも必要だと思いますし、そういう面からいえば、

原発の問題も含めて、新しい時代に即したグローバルスタンダードを日本発でつくってい

くという姿勢が必要だと思います。 

 WTO の TBT 協定ですと、国際的なスタンダードをつくれば、ほかの国がやろうとしても、

それに対抗できるわけですから、そういう攻めの国際基準、そういうようなことをできる

国ではないか、そういう産業界ではないかと私自身も思っておりますので、今の御指摘に

最大限、一生懸命努力していきたいと思っております。 

○山口部会長 ありがとうございます。 

 ほかの方、いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○根本委員 拓殖大学の根本でございます。 

 お話を伺いまして、大きな災害を契機に改革を進めようという意図が十分伝わってきた

という印象を持たせていただきました。多分、新しい局の任務が新しい事業をつくってい

くということなのだろうと思います。 

 ただ、そういう中で、もともと状況は非常に厳しいと。これは国内外とも農林水産業を

めぐる状況は厳しいし、原発問題はまだ続いている。それから、自然災害はまた来ると考

えておかないとならないでしょう。そこら辺の危機感がもうちょっと表に出ていて、それ

を踏まえて新しいこともやらないといけないし、根幹の部分も変わっていかないといけな

いし、気をつけることは徹底して気をつけていかないといけない、あるいはリスクヘッジ

は徹底してやらないといけないといったところがもうちょっと初めの方で出てきてもいい

かなという印象を、多分何人かの委員の方と同じだと思いますが、持ちました。 

 そして、これは１つよく見えなかったことで質問なのですが、ファンドを組成する、そ

れを使って新しい事業を興していくということが非常に大きなことになっているのだと思

いますが、その場合の、例えば１億円、１億円、２億円で４億円のセットで 200 をつくら

れると。その 200 といったようなところが、何となくきれいな数字としてそろってきてい

るわけですが、それが本当に、極めて平均的な数字で 200 という数字が出てくることで、

本当に新しいプレイヤーが育ったり、出てくるのかというようなところが、きれい過ぎる

だけにいま一つ得心できない部分を残しました。 

 そこについて、若干御説明をいただければと思います。 
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○山口部会長 １点目の危機感が足りないという部分については、この項目別に見ると、

例えば集約化、効率性を追求しすぎた反面という、つまり、ここは複数シナリオを考える

必要があるということだと思いますし、下の方に事業活動の持続性のコメントがあります

けれども、一言で言っているのをしっかりと完全にそういう危機感につながるような表現

をするということだと思います。 

 ２点目のファンドについては、ちょっとお話しいただけますか。 

○針原食料産業局長 起草委員会のとりまとめ自体がかなり危機感が出ていたので、今の

御指摘を踏まえてちょっと書き方を工夫いたします。 

 ファンドにつきまして、先ほど御説明したのは、模式的な予算要求の理念といいますか、

積算として御説明したのですが、具体的に御説明いたしますと、「資料１－２、農林漁業

・農山漁村から日本を元気に」という資料を御説明したいと思います。 

 「元気に」というのは、先ほど御紹介いたしました食と農林漁業の再生戦略を政府部内

で協議しているときに、経済産業省さんからこういう修文が出てきたのです。「農林漁業

は本来成長産業である」、この一文をつけ加えて欲しいと。もう即採用しました。すばら

しい意見だと思います。 

 まさに私ども、成長産業を指向していく必要があると思っております。その際に、この

ファンドということで、バリューチェーンをつなぐための取組みをしたいと思っているわ

けでございますが、資料の７ページでございます。 

 普通の製造業は、原料を仕入れして、それを加工して付加価値をつけます。それから、

販売する段階ではパッケージとか、ネーミングとか、販売戦略を考えたり、更に付加価値

をつけて価値をどんどん高めてマーケットに出していく。あるいはマーケットインの考え

方をしますと、マーケットもそれを望む、この価値を提供するためにどういう宣伝をして、

どういう販売方法をやるか、そこから逆算して原料はどういう原料が要るかということを

考えます。 

 ところが１次産業の場合は、生産者の方は一生懸命つくられます。価値があります。と

ころが、そこで終わってしまって、マーケットに出すときその価値が消費者に十分伝わら

ないという問題がございます。ですから、生産・流通・消費、各段階でバリューチェーン

をつなげることによって、生産の方のつくられた価値が滅失することなく消費者と近い形

で消費につなげていく。あるいは消費者が望むものがあったら、生産もそれを目指してや

っていく。 

 １つの例では、高く売れるアップルパイと安くしか売れないアップルパイ、御専門の方

がたくさんいらっしゃいますから余りこういうことを言いたくないのですが、例えば、1,

000 円で売れるアップルパイと、500 円で売れるアップルパイと、2,000 円で売れるアップ

ルパイがあるとすれば、その価値を決めるのはリンゴの価値だろうと思います。 

 ところが、生鮮流れの安く買いたたいたリンゴでは、そういういいアップルパイができ

ない。だから、アップルパイのためのリンゴを１個 300 円で買っても惜しくないわけです。
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ところが、企業さんがそれを買いたたくと、結局 500 円のアップルパイしかできない。1,

500 円のアップルパイにするのは、300 円のリンゴ１個仕入れればいいので、300 円をお払

いすると、農家の方は生鮮流れを加工に向けるようなことはしないので、加工用のリンゴ

を専用でつくるという方が出る。 

 ただ、今の状況ですと、加工用のリンゴをやっても、それを引いてくれる方があるかど

うかわからない。だから資本提携しましょうということで、生産者も出資します、アップ

ルパイのメーカーさんも出資します。そうすると、その出資金が、アップルパイも工場は

小さいですから、例えば、5,000 万ずつ１億になったら、国は１億上乗せしましょうと。

１億１億だったら２億上乗せしましょう、５億５億だったら 10 億上乗せしましょう。 

 そうすると、今まで片方がもうかれば片方が損する、そういう関係だったのが、片方が

もうかれば片方ももうかる、Win-Win の関係ができる。そういうつなぐ、きずなの基金を

つくりたい、これが６次産業化の Win-Win、ですから 100 兆円が伸びるそういう取組みに

なっていくのではないか、そういう手法でやりたいと思います。 

 出資ですから、１億円１億円でファンドが２億円出す。その２億の中身が、国費１億と

金融界からの１億、そういうような模式的ですけれども、ただ、それは出資資金は２億で

なくてもいいし、大きくても、小さくても、ただ、問題はちゃんとつながっているかどう

か。 

 今まで加工場は補助金でやっていました。補助金ではバリューチェーンはつながりませ

ん。リスクは全部１次産業にかかる。そこで、バリューチェーンがつながる、リスクも共

有し、もうけも共有する Win-Win の関係にするようなファンドをつくっていきたい、そう

いうことでございます。 

○山口部会長 ありがとうございました。 

 ファンドの重要性について説明いただきました。あれだけ重要だということは、そうい

う働きかけがあったときに、それぞれ積極的に対応したいという要素も入っていたように

思います。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○柴田委員 資源・食料問題研究所の柴田と申します。 

 ともすると閉塞感が強いこの農業の中でかなり意欲的な取組みがなされようとしている

と思うのです。 

１つ質問なのですが、６次産業化というのと、ここで余り農商工連携という言葉が出て

きていないのですけれども、いわゆるこの関係、多分６次産業化の中に農商工連携が含ま

れるという意味合いかと思うのですけれども、地方に行っていろいろ意欲的な農家の取組

み事例を伺っていくと、６次産業化を進めていきますと、生産段階から加工段階、販売、

そして観光とか、レストランとか広げていくと、規模が拡大していくと、いわゆるリスク

も拡大してきて、ある程度のレベルになりますと、例えば米を中心にしている生産農家も、
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ライスセンターが必要になってくる。そうすると、３億ぐらいのコストがかかってくる。

それが非常に踏み切れないのです。 

 そうすると、１つは、例えば農協さんの空き倉庫が利用できないかとか、この辺の連携

も含めて必要になってくるということと、あと、だんだん拡大してくると、本業は何なの

だと周りから言われるらしいのです。もちはもち屋、おまえの本業は米をつくることでは

ないかということ。レストランまで行くと、やはり専門のシェフを雇ってこなければいけ

ない。それなりに工夫が要ってくる。 

当然リスクというのは仕方がないわけですけれども、そうなりますと、やはり今度、専

門のレストランと提携するとか、食品産業と提携するというような、いわゆる農商工連携

が始まると思うのです。 

 そうなると、逆にまた分業に戻ってきて、しかも連携すると、彼らの今までの強みとい

うのは自分の売り先がある。売り先がある以上価格も自分の思うように設定できるという

ような傾向があってやっているわけですけれども、今度農商工連携で大手と組むというこ

とになると、どうしても価格の引き下げというところにも直面してくるということで、い

わゆる、農家から始まって６次産業化というのは、ある程度どの辺の規模を適正規模とい

うか、限りなく大企業化していくというイメージなのか、現実問題はある程度のところが

適正な規模というのは地域ごとにあるのではないかという気もするのですけれども、その

辺の判断。 

 しかし、現在の規模、１兆円を５年後に３兆円にして、次に 10 年後に 10 兆円にすると

いうことは結構ただごとではなくて、かなりの大規模な方向を目指しているのかなとも取

れますけれども、現場から見たその辺の判断というのは、どういうふうに思われているの

かということです。 

○山口部会長 規模拡大とそれに伴うリスクなり、それを避けるための連携が大事だが、

規模をどう考えるかという御質問だと思いますが、先ほどの御説明の中に、ファンド、20

0 億を、１億掛ける 200 件という御説明がありましたので、それが１つのイメージかとは

思いますが、事務局の方から何かありますか。 

○針原食料産業局長 まず、６次産業化と農商工連携の世に言われる関係だろうと思うの

ですが、私ども、政務三役から御指導をいただいているのは、農林漁業の６次産業化では

なくて、農山漁村の６次産業化とマニフェストには書いてあるのです。ですから、バイオ

マスとか、再生可能エネルギーとか、すべてを含めた大きな取組みとしての６次産業化と

いうことで、農商工連携は産業界が連携して少し大きな取組みで、農家が加工に取り組む、

ちょっと小さめの取組みが６次産業化というのは、私どもの最初のイメージだった。 

 ただ、違うのです。実を言うと、６次産業はすべてを含む大きな概念だろうと思ってい

ます。我々のファンドでやる６次産業というのは、農商工連携を凌駕する大きな資金規模

のものを考えております。 

 例えば、予算要求のプロトタイプの４億円の企業、４億円のうち２億は国営ファンドが
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出資しますけれども、１億は農業の方、１億は地域の食品メーカーの方が出資して、４億

の株式の会社を設立して事業を経営すると、自己資本比率を 20％にすると 16 億円の借入

れをいたします。そうすると４億円と 16 億円足して、20 億円の工場ができます。設備投

資ができます。この食品メーカーの総資産に対する売り上げの割合の 1.5 倍ということで

すので、30 億円の売り上げの企業がそこでできるわけです。 

 そうすると、200 億円を出資すると 200 の企業ができますから、6,000 億円の売り上げが

増になる。私ども、このファンドを５年ぐらいかけて 2,000 億円規模にしたいなと。そう

すると、それだけで６兆円のプラスアルファになる。それで、民間の取組みを誘発すると

10 兆円ぐらいはできるのではないかと。 

 もう少しマクロで見ますと、100 兆円を 10 年間で 120 兆円ぐらいに増やしていきたいな

と思っているわけです。再生可能エネルギーとか、すべて含めて。これは、年間どのぐら

い伸びなければいけないかというと複利で考えると 1.8％。 

 日本の成長はやはり２％ぐらいは必要かということで経済見通しをやっているわけです

が、それよりも堅実な見込みですと 100 兆が 120 兆円になると。その 120 兆円の 10 兆円も、

１次と２次、３次の中間地帯に置くのが６次産業化。それが、90 兆円がまた伸びて 100 兆

円になっていくという Win-Win の関係になると。それで農山漁村にも所得が起きるという

関係をつくる。 

 100 兆が 120 兆円になるというのは、年率に直すと 1.8％の経済成長を目指している、そ

ういう国の目標にも合いながら、その部分を牽引するような新しい政策をしたいというこ

とです。 

 そのねらい目は、やはり輸出、それから、成長産業である健康とか、そういう分野。そ

れから新しいエネルギーとかバイオマスとか、食い合わない分野、伸びる分野に投資をし

ていく、そういう思想でやっていきたいなと思っております。 

 そういうことですので、１次産業の方がまず取り組むのが、人を雇う、他人を自分の家

に入れる。そこがまず１つからを破らなければいけない。そこで人を雇うときのいろいろ

な心構えのためのソフトの予算を今、組んでおります。その次に、従業員を増やしますか

ら、社会保険への加入とかいろいろな問題が出てきます。そのためのアドバイザーもあり

ます。 

ただ、一番問題なのは、よくあるのは、そういうふうに多角化した場合に、一番本業の

農業がおろそかになって、いいものをつくっていたのにいいものができなくなる。要は、

会社の経営に一生懸命で農業の腕が落ちる、これをやっては困りますので、そこはアドバ

イスしてやっていきたい。 

 そこで、少し規模を大きくするためには補助金なのですけれども、補助金で先ほどの２

０億円の工場はできません。２分の１です。10 億円の補助金なんてありえないですから。

しかも、今までの補助金ですと、協業主義、ですから個人企業には補助金は出ませんので、

イコールフッティングにしないという問題がございますので、ファンドのやり方で設備投
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資を支援してきたり、補助金ではそれ以上のことは無理、小さな農家が一歩踏み出すとこ

ろは補助金でできますが、大きく出るときは、補助金というのは、資金的にも、それから

手法的にも難しいところで、ファンドというやり方を選んでいる。 

 それはただ、個人企業にやるのではなくて、結合するということを要件に国費を投入し

ていきたい、そういう思想でございます。 

○山口部会長 丁寧な御説明をいただきましたので、大分時間が経過をしてまいりました

が、もうお１人、お２人。 

 どうぞ。 

○藤田委員 藤田と申します。 

 まず、幾つか質問なのですけれども、大規模面積という形ですと、まだ、震災以降大き

な地震が、震災が来るというようなうわさもありますけれども、そういった場合に、大都

市圏の農地が農業として生きていけないような、そういう環境づくりに一方ではなってい

くのかなと思うのです。 

 だから、大規模化の農業経営がやはり産地によって、日本国中が大規模というよりも、

地域によっては大規模の生産地、あるいは都市型農業とか、そういう住み分けのある農業

経営も一方では必要ではないかという気がするのです。そういうところ、ちょっとお聞か

せ願えればと思います。 

 ６次産業化という中で、国内のパイが全体として大きくならないということで、TPP と

いう形の話の中でいきますと、例えば産地として国内のいろいろな商品をつくっていく中

で輸入品も入ってくると思うのです。そういった場合、国産の野菜のコスト、先ほどリン

ゴの話が出ましたが、国産品の原料の価格と付加価値の入った価格の販売単価と TPP 以降

輸入品も入ってくると思うのです。そういった場合に、ジャパンブランド化ということも

ありますけれども、これは海外に向けた日本国のジャパンブランドをつくるということは

非常にいいと思うのです。 

 一方で、日本の国内向けにやはり日本人のつくられたそういう生産品、原産品のものを

きちんとやはり６次産業化の中でつくられた表示も、一方では日本向けの国内向けにジャ

パンブランド化の表示も必要なのではないかと思うのです。そういうようなところもお聞

きできればと思っております。 

 あと、バイオマスというところのプロローグの中で、先日、私、NHK のニュースを見て

いまして、今日資料というか、これ配っていただけますか。これは NHK の中で取り上げら

れた１つのものなのですけれども、茨城大の先生方、これは文部科学省さんからのテーマ

で扱ったのだと思うのです。これは、プロローグの中の４枚目か、耕作放棄地の問題なの

です。 

 これは、農地法を変えるということも必要だと思うのですけれども、今、耕作放棄地が

非常に多いという中で、耕作放棄地を減らすことによって、観光とか、美しい農村が残っ

ていくというふうに私は思っているのです。 
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そういう中で、原料がスイートソルガムという、大きな耕作放棄地につくった飼料、あ

るいはえさからつくられた封筒なのです。ですので、こういう封筒をつくりながら、これ

は紙です。この目的はバイオエタノールをつくっていくという目的で耕作放棄地につくっ

たものです。それから袋をつくったり、一方では、この残さを餌につくっていくという、

そういったことも、今、茨城大の方ではやっていると聞いてます。 

ただ、ちょっと聞きますと、バイオエタノールをつくっていっても、今度は実際に国税

庁とか国交省とか、あるいは経産省とか、そういう省庁間を超えた問題が幾つも出ている

みたいで、その辺も、バイオマスを取り組む上で省庁間の連携も一方では必要だなという

気がいたします。 

あと最後、先日事業仕分けを見ていまして、プロローグのところの１次、３次産業の連

携の核の部分がありますけれども、農業の現場としては、ここ数年というか、私 20 年ぐら

いやっていますけれども、県単位の農業普及というか、そういう活力のある人たちが元気

がないのです。やはり生産、農業の基盤をきちんと技術を伝えていくというところは、民

間の力は勿論わかります。 

でも、一方では、やはりそういう大きな仕事をしていく上で、生産者の理解のある官の

力というか、普及事業、この言葉がいいかどうか私わかりませんけれども、そういうシス

テムもきちんと担保していくべきかなという気がしているのです。そういうところもお聞

かせ願えればと思います。 

○山口部会長 ４点あったと思うのですが、３点目の耕作地関連の、要するに食品だけで

なくて、いろいろな展開というのは、先ほどの局長の御説明の中にもあったと思いますの

で、それで御理解をいただきたいと思います。 

 １点目の農業の在り方について、大規模化、あるいは都市型農業というような関連の御

質問、それから２つ目の TPP 関連でもって、日本の輸入品も入ってくると、そういうもの

との競争力の問題だろうと思います。４点目は、担い手の話だと思いますが、この辺につ

いて何かコメントあればお願いします。 

○針原食料産業局長 先ほど、戦略の１で、20、30 ヘクタールというようなことを申しま

した。確かに土地利用型は御専門でいらっしゃいますからあれですけれども、大きくない

と、なかなか今の価格でもやっていけないというような問題がございます。大きな農家に

はちゃんと跡取りがいるわけでございますので、ただ、そうなった場合にやはり地域で６

次産業化を進めて、農村が疲弊しないようにしていかなければいけないと思っております。 

 それから、何も大きな農家だけしかいない農村を想定しているわけではございませんで、

小さな農家も付加価値をつけることによって伸びていっていただきたい。連携して地域で

取り組んで、そういうことも私どもも応援していきたいと思っておるわけでございます。 

 輸入の問題でございますが、やはりほとんどの農産物は実をいうと関税も安い、その中

で今、安いものが入ってきて経営が悪くなっている。そのためにもしっかりとブランドを

使って連携して、ロットを大きくするという取組みをやることによって、輸入品に対抗し
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ていくということで、TPP 関係なく、取組みは今も続けておられると思いますし、私ども

も一生懸命やっていきたいと思います。 

 それから、普及の問題は、この局が担当しているわけではございませんが、私ども６次

産業化を進めるためにもしっかりした農家・農業が基盤になってその上に産業というのが

乗っかるわけでございますので、そういう技術伝承というのは必要だと思っております。 

 そういうことで、応援していきたいと思っております。 

○山口部会長 ありがとうございます。 

 大分時間が迫りましたので、どうしてもという方がいらっしゃらなければ、ぼつぼつ締

めたいのですが。 

○西辻委員 では、最後ということで、一番若くて農業ベンチャーの立場から少しだけお

話しさせていただきます。 

○山口部会長 手短にお願いします。 

○西辻委員 はい、手短に行きます。済みません。 

 食品産業の将来の方向性について、今、危機にある日本といえども、非常に未来がある

なと思いまして、私たち農業ベンチャーからすると、非常にわくわくする内容が大分入っ

ていたのでこれからやっていきたいなと思っています。 

 その中で、このファンドについて非常に興味があって、農業ベンチャーの立場からする

と、どこで私たちが関わることができて、どうやって国の政策に沿って一緒に成長できて

いくかと考えていたのですけれども、この６次産業化の支援対象が事業者になっているの

ですが、ここは、先ほど局長がおっしゃられたときに、農業団体が出資するという話があ

りましたが、多分、その資本を持ち合わせているような農家というのは本当にわずかしか

ないということを現場感として思ったのが１つと、農業ベンチャーとして入るすき間がそ

うするとなくなってしまうかなというふうに思っているのが１点。 

 もう一点、以前から並行して進んでいる６次産業化についての取組みなのですけれども、

６次産業化プランナーの方々いらっしゃると思うのですが、なかなかレベルが追い付かな

い部分があって、機能していないということが非常に現場感としてありますので、これを

改めて予算の要求されているときに、１回指標をつくって評価をして、その上で検討され

た方がいいのかなと思ったのと、もし私たちからすると、６次産業化のファンドをつくっ

ていく上で、６次産業化プランナーの方々のお話というのがそんなに必要ないかなと思っ

たりもしないこともないので、この予算をどちらかというと、先ほど前段でお話しされて

いた輸出産業とか、そちらの方に向けた方がいいのではないかというのが私の意見として

思いました。 

 済みません、最後で申し訳ないです。 

○山口部会長 今の御質問というか、御意見いかがでしょうか。 

○針原食料産業局長 本質的な御質問ばかりなので、説明が長くなって申し訳ございませ

ん。 
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 農家の資本力でございますが、この６次産業化というのはいろいろな取組みがあって、

小さな取組みから、会社を興すという大きな取組みまで段階があると思います。 

 例えば、１億円以上の売り上げを持っていらっしゃる農家は 5,500 人以上いらっしゃる

わけです。そういう方は地域でいろいろなつながりがあって資本力もある。そういう方の

うち 200 人ぐらいの方が取り組んでもらうのを目標にするわけですが、しかしそれをつく

る際には、例えば 3,000 万以上の売り上げがある方が三万何千人いらっしゃるのですけれ

ども、そういう方がどんどん上を目指して経営を発展する、そういう取組みをやっていた

だくことも必要。ですから、だんだんといろいろな段階で政策ツールというのは違ってく

るのだろうと。 

 ６次化プランナーの方も、最初に雇うときはやはり難しいのです。プランナーの方は、

そういう段階で効力を発揮するので、会社を設立するとか、そういう方はもうプランナー

は要らない方だろうと思います。 

 プランナーに今、お願いしているのは、教えるのではなくて聞いてほしいと。従業員が

３人いてちょっと仲が悪くて困る、８割聞いて２割アドバイスしてほしい、そういうよう

なコンサルティングの手法でやってほしいとお願いしているのですけれども、そういうと

きには、非常に農家サイドから喜ばれるような状況になっていて、やはり農家の発展段階、

経営の発展段階においてやり方を変えていくということが必要になるかと思っております。 

○山口部会長 よろしいでしょうか。 

 ありがとうございます。 

 古谷委員がずっと挙手をされていたので、後回しにして済みません。これで終わりにし

たいと思います。 

 どうぞ。 

○古谷委員 重なるところもあるのですけれども簡単に。 

資料の２-３のところの食品の安全であるとか、信頼ということで、規制解除の働きか

けのところがあります。そのとおりだと思うのですが、是非書き振りとして、例えば、食

品産業というところで裏のページで、食品の安全、消費者の信頼確保というところはやは

りつなげて書いてほしいと思います。 

 なぜならば、国内で消費者が信頼していないのに、海外でそれを信頼してくれと言って

もそれはできない相談だと実は思うので、やはり国内の消費者の信頼確保といったところ

をしっかり取り組むことが非常に重要なのではないかと思っております。 

 それとの関連で言うと、行政が果たすべき役割で、これもどなたかがおっしゃられたの

ですが、情報提供ということだけではなくて、例えば認証であるとか、基準の一元化とい

うお話も出ているのですが、もっと広い意味で制度的な枠組みというのをどうつくるかと

いうような、大きな広い視点が必要ではないかと思いますので、そういった取組みの形に

していただければいいというのが１点あります。これが大きな１点です。 

 もう一つ、官民でと言ったときのこの民というのは、恐らく事業者を考えてらっしゃる
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と思うのですが、一番の利害を持つのは消費者ですので、やはり消費者の不安であるとか

混乱といったところの状況も踏まえた反映というのがやはり必要だろうと思いますので、

そういったところの消費者の意見なり、状況をしっかり入れていくような取組みにしてい

ただければと思います。 

 ありがとうございました。 

○山口部会長 ありがとうございました。 

 非常に活発な御意見をたくさんちょうだいいたしました。 

 事務局の方では、今日これだけいただいた皆さんの意見を反映をしながら、食品産業の

将来ビジョンの作成を更にお願いをしたいと思います。 

 その上で、委員の皆様と年度内に再度たたき台を議論をし、そして３月の食料産業部会

でもってとりまとめを行うという段取りで行きたいと思いますが、よろしゅうございます

でしょうか。 

（「異議なし」と声あり） 

○山口部会長 ありがとうございます。 

 それでは、そういう進め方をさせていただきます。 

 それでは、最後に事務局の方から報告事項が幾つかありますので、まずは農林水産物食

品輸出戦略検討会のとりまとめについて報告を簡単にお願いします。 

○小島輸出促進グループ長 輸出促進グループ長の小島と申します。 

 資料３－１という横長の広い資料があると思いますので、そちらに沿って御説明申し上

げたいと思います。 

 先月、新たな輸出戦略ということで、食品輸出の拡大に向けてというとりまとめを、外

部有識者の方お集まりいただいて御提言をいただきました。この背景には、例の原発事故

等によりまして、産地も被害を受けた、諸外国の輸出規制もかかっている、非常に我が国

からの輸出は影響を受けております。１割以上落ち込んでおります。 

 ただ、そういう中でも、アジアを中心に人口は増えている、経済成長も続いている、ま

だまだ需要はある、我々そういう認識に立っておりまして、こういう足元厳しい状況では

ありますけれども、まだまだ海外の需要を取り込んで、しっかりと将来の成長を見通さな

ければいけないという考え方の下に、改めて外部の有識者の方にお集まりいただいて、そ

して今後の輸出の拡大に向けた提言をとりまとめていただいた、こういう趣旨でございま

す。 

 内容は、そのペーパーに書いてあるとおりでございますけれども、戦略１～５まで、５

つの戦略に分かれております。 

 １つ目が原発事故への対応。これは各国の輸入規制の対応等も含めまして、それから風

評被害も含めまして粘り強く取り組んでいくということでございます。 

戦略２が国家戦略的なマーケティング。やはり海外に打って出る上にはジャパンブラン

ドというものをしっかり確立していくことが必要でございまして、国内の体制づくりから



 

24 

 

見直してまいりたいということでございます。 

戦略３がビジネスとしての輸出を支える仕組みづくりということで、ファンド、この場

でも御議論が上がっておりますけれども、ファンド等の活用含めてしっかり取り組んでい

きたい。 

戦略４が、確かな安全性、品質の確保ということでございます。これも、今日御議論い

ただきましたけれども、HACCP や GLOBALG.A.P.、こういうグローバルスタンダードの取組

み、支援も含めてしっかりとした取組みを行っていきたいということでございます。 

最後が戦略５ということでございまして、海外での日本の食文化の発信。ものを売ると

いうことも大事なのですけれども、日本のかけがえのないすばらしい食文化というのを普

及していくということが、やはりひいては日本のいろいろなものを売っていくという意味

でも、基盤をつくることになるだろうと。そういう食文化の発信、世界遺産の登録等も含

めてしっかりやっていきたい。 

 以上、目先の対策から、長期的な対策、一連のものとして御提言をいただいたところで

すので、政府としてもこの方向に沿ってしっかりと取組みを進めてまいりたいと思ってお

るところでございます。 

 以上でございます。 

○山口部会長 ありがとうございます。 

 ２点目の報告も続けてやっていただきます。 

 米先物取引の試験上場に関するシーズンレポートについて報告をお願いします。 

○得田商品取引グループ長 それでは、資料４をお手元にお願いいたします。 

  米の先物試験上場につきましては、72 年ぶり、本年８月８日から、東京及び関西の２

つの取引場の申請が認可されまして、２年間ということで試験上場が認可されまして取引

が開始されておるところでございます。 

 表紙の上の方が東京の値段と出来高、下の方が関西の値段と出来高でございます。米に

ついてはコシヒカリを対象といたしまして、東京の方では茨城・栃木・千葉を対象とした

コシヒカリ 60kg 単位。下の方では、石川・福井を対象としたコシヒカリ 60kg 単位の値段

で取引がなされてございます。 

 先物取引については、江戸時代、堂島から始まり、ここが世界のデリバティブの発祥の

地と言われているぐらいに歴史の古いものでございますが、戦中、戦後休止しており、72

年ぶりということで、２年間の間、価格、取引の動向をよくウォッチしていこうという趣

旨でこのシーズンレポートを出しておるところでございます。 

 まだまだ４か月が経ったばかりでございますので、評価をするには早いわけでございま

すが、値段につきましては、東京について最近は１万 4,000 円台前後で小幅な値動き、関

西については１万 5,000 円前後でこれまた小幅な値動きということで、今のところ極端な

価格の乱高下といったものは起こってはいないと感じてございます。 

 また、取引量につきましては、いろいろ議論がございます。思ったより少ないのではな
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いかという御意見もございますが、いずれにしましても、まだ４か月でございます。工業

品と違い、１年１作の米でございますので、春夏秋冬今しばらく推移をウォッチしていき

たいと考えてございます。 

 以上でございます。 

○山口部会長 ありがとうございます。 

 以上、２つの報告について御質問、御意見等あれば、どうぞ。 

○渡辺委員 最初の方の輸出産業の話、これ、大変重要なテーマだと思います。そういう

意味で、是非食料産業の将来ビジョンの中にきちんと位置付けて、特にアジアを中心にし

て輸出産業としての農業を頑張るのだということを、是非強く出していただきたい。 

 それともう一点だけ。その将来ビジョンをつくるときに、３月末ですけれども、是非具

体的な行動計画に結び付くような行程表を中に入れていただきたい。ビジョンがビジョン

に終わらないようにお願いしたいと思います。 

 以上でございます。 

○山口部会長 どうぞ。 

○青山委員 輸出のことなのですけれども、たまたま昨日台湾にリンゴの売り込みで行っ

ていた農家と会ったのですが、台湾・中国・香港は風評被害は全くなく、日本のものがど

んどん売れているということだったのです。 

 風評被害が依然としてある国や地域もあれば、そうでない国や地域もあるということだ

と思います。よって国によって異なる対応が求められると思います。すべての国において

風評被害がある前提で、慎重にし過ぎることで輸出拡大チャンスを逃すようなことがない

ようにした方がいいのかなと思いました。 

 輸出において、この戦略の中の知財権の保護というのが一番大事になってくると思うの

です。輸出が増えれば増えるほど、恐らく違法な増殖とか、逆輸入ということが出てくる

と思うのですが、中国にしても韓国にしても、イチゴの苗の問題が典型ですが、UPOV に入

っていながらロイヤリティーがもらえていないという問題がまだ解決されていません。外

に攻めていくことはいいのですけれども、守るところというか、官としてやられるべきと

ころはあると思います。 

 あと、戦略２のマーケティングは重要だと思います。ただ、マーケティングは非常に時

間がかかり、またお金がかかると思います。農水省さんがやられる場合、３年間の事業で

必ず終わってしまうことが大半です。３年間ではマーケティングというのは実らないので、

例えば６年とか、10 年とか、長いスパンで関与していくべきではないかと思いました。 

  

○山口部会長 最後の方、何かコメントありますか。 

 よろしいですか。 

 ありがとうございました。 

 大変に熱心な議論で超過をしまして、誠に申し訳ありません。 
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 本日予定の議事につきましては、すべて終了いたします。 

 それでは、進行を事務局の方にお戻しをいたします。 

○國井企画課長 山口会長、進行どうもありがとうございました。 

 最後に事務局から、今後の食料産業部会の日程でございますけれども、食品産業の将来

ビジョンについて、改めて御意見を頂戴し、とりまとめる必要があるということ、それか

ら、現在食品リサイクル小委員会で審議されております食品廃棄物の発生抑制の目標値に

ついても、改めて皆さんにお諮りすることとしております。 

 具体的な日程につきましては、部会長とも御相談させていただいて、追って御連絡をさ

せていただきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 本日は、どうもありがとうございました。 


